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1．研究の背景 

2018 年 6 月、『障害者による文化芸術活動の推進に関す

る法律』が施行された。条文では、「障害者による文化芸

術活動を幅広く促進する」こと（第三条一）が謳われ、「障

害者による文化芸術活動に関する調査研究の推進」（第一八

条）や「国、地方自治体、大学、事業者等各種関係による

連携協力体制の整備」（第一九条）が提言された。このこと

を踏まえ、広島県、広島大学、広島県立美術館、広島県ア

ートサポートセンターが連携し、①広島県に在住・在勤す

る障害のある人、サポートする人の表現および美術展覧会

の鑑賞に関する実態調査を実施し、さらに調査結果を踏ま

えた、②アートを基盤とした施策を企画・実施した。 

①の実態調査では、これまで明らかにされてこなかった

特別支援学校卒業後の障害のある人の表現活動や美術館や

ギャラリーでの美術鑑賞に焦点を当て、障害のある人及び

支援者が生活の中でどのくらい美術に関わりを持っている

のか、また、どのような点に表現活動や美術鑑賞の魅力や

難しさを感じているのかを明らかにすることを目的とした。

また、実態調査後に実施された②のアートを基盤とした施

策では、障害のある人、支援する人を対象とし、広島県立

美術館が所蔵する作品を主題とする、デジタルツールを用

いた新たな作品制作方法を提案した。 
 

2．実態調査について 

（1）方法 

調査対象は、広島県内の障害者事業所、当事者団体、各

市町の相談支援事業所に所属する障害のある人及び障害の

ある人を支援する人を対象とした。広島県のメーリングリ

ストを用い、障害者関係事業所、法人に 350 通、関係団体

に 6通、市町所管の事業所等に 23通、合計 379 通の依頼状

を送付し、その後各事業所等から個人に調査依頼を行った。

質問紙は、障害のある方本人用と支援者用の 2種類を用意

し、いずれか該当する方に回答を求めた。質問項目は、本

人用、支援者用のいずれも 14項目で構成された。回答方法

は、①インターネットの Web アンケートフォームで回答、

②郵送した紙媒体の質問紙で回答、③文書をダウンロード

し印刷した質問紙に回答の 3種類とした。回答期間は 20XX

年 6 月下旬から 8月上旬の 45 日間とした。調査参加の承諾

は調査への回答を持って得られたものとした。 
（２）調査結果と施策への接続 

 当事者88名を含む、370名から回答を得た。集計の結果、

表現活動を行っている人が 65％であったのに対し、鑑賞活

動を行っている人は 42％にとどまった。また、直接美術館

やギャラリーを訪れることへの困難さが明らかとなった。

このことから、鑑賞活動の促進を図ること、そして、家庭

内、施設内で実施でき、COVID-19 感染予防も踏まえた非接

触でなおかつリモートでも対応可能である方法としてデジ

タルツールを用いた活動内容によるセミナー・ワークショ

ップを企画した。 

3．施策について 

（1）実施概要 

セミナー・ワークショップは、20XX＋1 年 3 月に広島県

立美術館を会場として、広島県、広島大学、広島県立美術

館、広島県アートサポートセンターによる共催で実施され

た。内容として、前半はレクチャー編として、主催者代表

あいさつ、企画の背景と趣旨、広島県立美術館の取り組み、

コンテンツ制作のためのガイドライン説明を実施し、後半

のワークショップ編では、展示作品案内及び動画づくりの

お題となる作品 8点の解説の後、講師として招いた映像ク

リエイターにより、スマートフォンやタブレットを使った

コンテンツづくりを実際に体験しながら学んだ。講師から

は、動画撮影における画面構成や撮影技術の基礎、動画編

集アプリの紹介と操作方法、そして編集やエフェクトに関

する要点のレクチャーがあり、参加者は各々にお題となっ

た作品をスマートフォンで撮影し、オリジナルの動画制作

を行った。そして、完成した作品を広島県アートサポート

センターにデータで送信し、その後、動画作品は、本プロ

ジェクト特設のフェイスブックのサイトにアップロードさ

れた。 

（2）実践結果 

参加者は、障害のある方 3名を含む、障害のある方と日

常的に接している方（保護者、障害者施設やデイサービス

等の職員、特別支援学校教員、造形教室の先生等）7 名の

合計 10 名であった。事後アンケートでは、すべての参加者

が、「内容に満足している」、「新たな気づきを得た」、「同じ

取り組みがあれば再度参加したい」と回答し、高い評価を

得た。 

 

4．考察 

本研究の意義と独自性は次の 4 点である。1 点目は、こ

れまでほとんど行われてこなかった特別支援学校等卒業後

の障害のある人たちの表現及び鑑賞に関する実態を明らか

にした点、2 点目は、調査のみならず、調査結果を施策に

接続した点、3点目は地方自治体、大学、美術館、NPO とい

った複数の組織が協力・連携して実施された点、4点目は、

ウィズコロナ時代に対応するデジタルツールを用いた鑑賞

と表現を一体化させたコンテンツ作りを提案した点である。 
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